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公営住宅における保護廃止層と保護継続層の比較分析

社会福祉との関連でみた公営住宅のあり方に関する基礎的研究

1. 研究の目的

近年の公営住宅には被保護層が著しく増大・集積する

という状況が顕在化してきている。表ー1にみられるよ

うに，被保護世帯は総数では昭和45年の 629220世帯

から 57年の 745240世帯へと 1.2倍になっているが， 2

種公営住宅に居住する被保護世帯は 45年の 34720世帯

から 57年の 107150世帯へと 3.1倍の増加を示してい

る。また， 2種公営住宅の被保護世帯数が管理戸数に占

める割合は昭和 45年の 5.6%から 57年の 13.0%へと

ドラスティックに上昇してきており，全国平均の世帯保

護率が2.1 %であるのに比ぺてIJ, 2種公営住宅には被

保護世帯がきわめて多いとみることができる。公営住宅

は供給対象がより限定された低所得層に絞られ，いわゆ

る「福祉住宅」としての性格を強めてきているのであ

り叫被保護層の増大という領向は制度的にも促進され

つつある。しかも，公営住宅は概して開発規模が大きく

特定地域に偏在している場合が多く叫低所得層や被保

護層をこの特定地域に集中・集積させることになる4)0 

さらに，公営住宅の被保護層は，被保護層一般に比ぺて

保護受給期間が顕著に長期化しており，階層的に固定化

した状態を呈している四

このような現状においては，従来個別に扱われてきた

公営住宅制度と生活保護制度をいわば統合していくこと

が重要になってくると思われる叫公営住宅制度と生活

保護制度は，それぞれ低所得層の住宅問題，貧困問題に

対処すべく機能しているのであるが叫各々の政策効果

を想定するに際しては，それを各々の制度と各々の問題

を個別に対応させて行うだけではなく，両制度の関連の

中で行うことが不可欠になっていくと考えられる。この

ことは，生活保護に限らず，低所得層に対する福祉施策

一般と公営住宅の関係についてもあてはまるであろう。

また，公営住宅が集中する地域においては，福祉需要の

本稿の一部を昭和62年大会（近畿）において報告した。
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表ー1 2種公営住宅における被保護世帯数の推移

年区 事苔 鰭蒻 翡腿 BX /IOOA (Z) 8X: /100C (匁）
45 629,220 34,720 611,1,677 5.5 5.6 

50 680,600 60,400 707,318 8.9 8.5 

55 721,600 98,150 793,241 13.6 12.1,1 

57 745,240 107,150 821,154 ll,l.l,l 13.0 

(57/45) (1.2) (3. 1) (1.3) 

（口科）拉恨口音全国一斉曰在、迄設咎臼科

継続的増大，階層構成の偏りによる地域福祉機能の低下，

等々の問題が発生しつつあり叫公営住宅のあり方が福

祉施策との関連で問われることになると考えられる。

こうした課題を前提に，本稿は公営住宅における＜保

護廃止層＞と＜保護継続層＞の比較分析を試み，両者の

特性や形成のされ方の差異を明らかにしようとするもの

である。すなわち，公営住宅においては，保護受給が長

期化し，保護廃止に至るのが困難な＜保護継続層＞が存

在すると同時に，ひとたび保護を受給しつつも保護廃止

に至る＜保護廃止層＞が存在することもまた事実であ

る。後述のように，この＜保護廃止層＞には生活基盤が

安定化したとはいえない世帯がかなり含まれているが，

＜保護継続眉＞と比較した場合，＜保護廃止層＞は生活

保護制度の対象となる問題の緩和をある程度実現した階

層として位置づけることができる。本稿ではこの点に着

目し，公営住宅の被保護層がどのように形成された場合

に保護廃止に至るのか，どのような場合に保護廃止に至

らず保護受給を継続するのかを明らかにしていく。公営

住宅の「福祉住宅」化という状況の中で，公営住宅と福

祉施策を統合し，両者の関連の中で政策効果を想定して

いくことが新しい課題になるとすれば，そのための基礎

的作業としても，公営住宅における＜保護廃止層＞と

＜保護継続層＞にどのような差異があるかを明らかにし

ておくことは重要と考えられる。

従来の公営住宅に関する研究の流れの 1つは，居住者

の階層構成の解明を通じて公営住宅がどのような階層に

どのように機能しているのかを把握しようとするもので
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あるが，その中で玉置伸悟は，公営住宅が「福祉住宅」

としての性格を強め，公営住宅に低所得層が増大してき

た過程を実証的に明らかにしている9)。近年では，この

低所得層あるいは高齢者層の増大傾向が注目されつつあ

り，その側面からの居住者構成の解明も進められてい

る10)。そして，公営住宅の供給対象のあり方，地域社会

の階層構成のあり方，福祉施策との関連でみた公営住宅

のあり方といった検討課題が提起されており，本研究で

は，これらの研究動向を踏まえて，とくに公営住宅にお

ける被保護層の増大・集積という現象に着目して考察を

進めている。筆者らは，既に公営住宅の被保護層につい

て，民借保護層との比較，あるいは公営一般居住層との

比較を通じて，その特性と形成のされ方を明らかにして

きたが＂），これに続いて，本稿では＜保護廃止層＞と＜保

護継続層＞の比較分析を中心に考察を進めていく。

具体的には，①まず，世帯類型や就労形態等の基本属

性について＜保護廃止層＞と＜保護継続層＞の比較を行

う。②次に，被保護層が入居時点で保護を受給している

のか，入居後に保護を開始するのかに着目して，その「形

成経路」の類型化を試み（後述），この指標をもとにし

て＜保護廃止層＞と＜保護継続層＞の形成のされ方の差

異について検討を加える。③さらに＜保護廃止層＞と

＜保護継続層＞に＜一般居住層＞を加え，これらの 3つ

の階層の形成のされ方を，前住地の分布等の居住地移動

の側面から分析する。

2. 対象地域と調査の概要

(1) 対象地域の概要

対象地域としては公営住宅が大量に存在する大阪市平

野区をとりあげた（図ー1)。大阪市の公営住宅は明らか

に縁辺区部に偏在しており，なかでもここで対象とする

乎野区では公営住宅率が39.9%にもなる。 1種公営住

宅率， 2種公営住宅率についてみると，大阪市平均の

6. 5 %, 4. 8 %に対して平野区は 14.1%, 25.6 %であ

る。また，公営住宅戸数に占める 2種公営住宅戸数の割

合は大阪市平均の 42.2%に比ぺて平野区の 64.3 %が

高く，平野区ではとくに 2種公営住宅の集中が著しい。

大阪市内の公営住宅総戸数のうち平野区に配置されてい

る戸数の割合は 1種で 16.7 %になり， 2種は実に 36.4

％である見つまり，公営住宅の縁辺区部への偏在・

集中という領向が端的に現れた区域として平野区を位置

づけることができる。一方平野区には，被保護世帯が顕

著に増加するという状況がみられており，たとえば昭和

49年の被保護世帯数を 100とすると， 57年では全国の

112, 大阪市の 133に比べて平野区は 170にもなる。人

員保護率をみても，平野区ではその上昇煩向が著しく，

昭和 49年から 57年にかけて全国で 0.4°looポイント，

大阪市で 67°looポイントの上昇となっているが，平野

区の場合は 12.8°looボイントの上昇である。平野区にお

図ー1 大阪市区別公共借家率

いては 2種公営住宅での世帯保護率 123.0°looに対して，

その他の住宅では 28.3臨であり（昭和 59年），区域に

おける保護率の上昇が2種公営住宅の大量の存在に起因

するとみることができる。上記のように平野区では 2種

公営住宅率が25.6%であるが，被保護世帯のうち 2種

公営住宅に居住している世帯の割合は 51.0 %であり

（昭和 59年），この点からも 2種公営住宅の大量の存在

が区域の保護率を高めていることがわかる。また，昭和

57年の平野区の人員保護率は 37.9知であり，これは西

日本の代表的なスラムをかかえる西成区の 54.8°loo, 浪

速区の 54.3°looに次いで大阪市区別人員保護率の第 3位

に相当している13)。被保護世帯が集中する地域としては，

従来からスラムの存在が指摘されてきたが，公営住宅集

中地域がこれに次ぐ位置にあることに注意しておく必要

があろう。

(2) 調査の概要

＜保護廃止層＞調査，＜保護継続層＞調査は平野区福

祉事務所の「保護記録jを原資料とするものであり，い

ずれも 2種公営住宅居住世帯を対象としている。＜保護

廃止層＞については昭和 58年 7月-59年 6月の 1年間

に保護を廃止し，保護廃止時点で 2種公営住宅に居住し

ている 270世帯（全数）を対象とし，＜保護継続層＞に

ついては団地の建設時期と立地を考慮したサンプリング

を行い，昭和 59年 11月現在で保護を受給している 2種

公営住宅の 445世帯（抽出率 30%)を対象とした。＜保

護廃止層＞調査は保護廃止時点のデータを収集したもの

であり，調査時点（現在）＝保護廃止時点である。<-

般居住層＞に関しては，昭和 40-44年に建設された公

営住宅を対象に，アンケートで 301世帯（回収率 88%, 

1種 165世帯， 2種 136世帯）のデータを収集した（昭

和 60年8月調査）14)。

これらの調査は特定ー地域を対象としているため，研

究の範囲と限界がその点にあることを明記しておかねば
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表ー2 世帯類型の比較

世；；；辺型

保図因止口 :;J~ 翌J~;J デ竺2)I :;I) I:;: I:;: I (I;;。。%)
血エロ I(晶Io~~3> I c~\, I o 1~o> I cW2> I d¥, I c~~a> I o甜。”
（注）~[}、夫t'.): 世；；；主年［合60虚禾沿の単凸世；；；、夫幻世；；；
囚鈴単品、砧団夫幻：世切主年0060虚以上の単品世百、夫幻世,;;(以下同じ）

表ー3 世帯主年齢の比較

三：：三詈1: 空：：I戸云三:1:;:乏:1三云三1:.:こ::I:〗こ:I::云：：：
表ー4 世帯人員の比較

王去乏三： I云云::I云f:Jif云::l}:l:~::I: 全:I :: 蕊：：：：
ならないが，今回実施した調査に類するものは従来まっ

たく試みられておらず，その意味では本研究は事例的研

究として一定の意義が認められると考えている。また，

本研究は特定ー地域を事例地とするものではあるが，上

記の諸階層に対する調査結果をもとに，各階層間の比較

分析を主なねらいにしている。本研究で得られる知見が

どの程度一般化でき，どの程度特殊であるかについては，

今後他地域においても調査・分析を重ねていくことが必

要である。

3. 基本属性の比較

まず，保護廃止層と保護継続層の世帯属性を表ー2~4

に示したが，両者の間には一定の差異が認められる。た

とえば，世帯類型は保護廃止層と保護継続層のいずれに

おいても「欠損」と「夫婦と子」が多いが，それぞれの

比率は保護廃止層でより高くなっている。保護継続層で

は「欠損」，「夫婦と子」が31%, 22 %であるのに比ぺ

て，保護廃止層では 38%, 27 %を占めている。保護継

続層に比べて保護廃止層で比率が低いのは「高齢単身」

と「高齢夫婦」であり，それぞれの比率は保護継続層

13%,11%, 保護廃止層 6%, 2 %である。これに関

連して世帯主年齢をみると，保護廃止層は相対的に若い

世帯が多く，保護継続層では 60歳以上の世帯が31% 

を占めるのに対し，保護廃止層では 14%にとどまって

いる。世帯人員は保護継続層よりも保護廃止履の方が多

い。保護継続層では「2人」の 33%で最も比率が高く，

「1人」が23%を占めるのに比べて，保護廃止層では「l

人」が21%, 「2人」が26%を占めるものの「3人」

の28%で比率が高い。

続いて，就労形態をみると（表ー5), 「稼働世帯」の

比率が保護廃止層 72%,保護継続層 28%であり，保設

廃止層では明らかに「稼働世帯」の比率が高い。また保

護廃止層では世帯主が就労している世帯が56%になる

が，子供や配偶者が就労している世帯も 33%とかなり
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!lt労形口

ほ口口止口

表ー5 就労形態の比較

口 0 世口

主 I主Cil I主子 1主区子 IIll llll子 子 I小8t

非口QI llt 
世0'

（；翌3)I (l3> I o~~e> I c o~7) I (3~0> I (2¥> Io翌7)I df¥> I (2~~I) I o品！。1)

匹口a口 lo翌5)I (.~8) I (1~6) I (0~2) I (~?a) I (0~7) I (:~n I (i翌3)I 沿~7)I (I絣。%)
（注）因労厖o:主はflil主、匹血廿、子は子りを口喋し、これらの遠合せによって、

口労 ている世口口のt'll1lを哀田 ている（以下囚じ）．

表玉世帯類型別就労形態

a労杉口 ロ

゜
世 !;I 秤世口〇0 計

主 主ll! 主子 主区子 口 口子 子，1-llt （世口OJ

on  3u  g:g 討 g:g 討 紐 8:8 384..8 5 6951..5 2 描g1君｝
世口DOD 17 o.8 o 8:8 g:g g:g 討 訊 蹂 11o..6 o 18002..4 0 110000..0 0 1 5917 l 
〇 夫白 481..2 8 ti 蹂 g:g •1:3 紐 訊 6204. .7 6 翡：！ 110000..0 0 1叫17 
ロ 130夫口 1u  g;g g;g 8:8 g;g 註 8:8 1:.I 9853..9 3 110000..0 0~ 硲8 
堕 欠口 翡J 8:8 牙：； g:g 象g g:g •u 8484..5 9 甘：f 湿：g H獄
夫口と子 356.-6 2 11l.,0 3 t↓ 烈 1U  u :u  9451..8 8 sU  110000 ,0 o (< 73 118l 
そのQ 603.,0 8 g_g 8:8 討 g_g 8:8 界 6118. .7 s 乱：； 湿：g ¥胡｝
計 319 5 3 5 f・f ti  糾 n u t~ 1128..9 3 iU  湿：3ぼ翁

（註）上段： a口ロ止口（％） 下段： tl1ロロロロ(%)

の比率を占めているのが特徴的である。つまり，被保護

層が保護廃止に至るには，規模の大きな若い世帯が維持

され，そのような世帯が多様な就労形態をとりつつ「稼

働世帯」になることが必要になっていると考えられる。

高齢化した小規模な世帯は稼働能力が低く，保護廃止に

至る可能性が低いとみられる。表ー6は就労形態を世帯

類型別に示しているが，保護廃止層の中でも，「欠損」

や「夫婦と子」のような規模の大きな世帯は「稼働世帯」

が85~92%を占めるのに対し，「高齢単身」や「高齢

夫婦」は「非稼働世帯」が80%強を占めている。高齢

化した世帯は，保護廃止に至ったとしても生活基盤が安

定化したわけではないといえる。

次に表ー7は，保護廃止層の保護廃止理由を世帯類型

別に示したものである。保護廃止層全体では「稼働収入

増加」 (37%)が最も多く，次いで「世帯主疾病治癒」

(20 %)の比率が高くなっている。とくに「欠損」では

「稼働収入増加」 (53%), 「夫婦と子」では「稼働収入

増加」 (45%)と「世帯主疾病治癒」 (33%)の比率が

高い。しかし他方では，保護廃止層全体の 12%が「死

亡。失踪」により保護廃止になった世帯であることにも

留意しておく必要がある。なかでも「単身」や「高齢単

身」では「死亡・失踪」が40%前後を占め，これらの

世帯は生活基盤の安定化による保護廃止には至りにくい

と考えられる。

表ー7 世帯類型別保設廃止理由
臼口CJ止口由 距世〇主 距世ロロ 腟 蒻il:J年tt凸送!llり・蒻忠 聾 疑i.区のAロlli口法ロ

そのロ 計

OD 
(218 • I) 

I 
(73 .9) (0゚.0) (73 .9) (52 .3) (52 .3) (3915 .5) (0゚.0) (104 .5) (1111138 .0S) (2,8) 

世 13ClOD
(5I ,9) (O゚.O) 

I I 
(112 .8) (112 .8) 

I 
(417 .2) (5I ,0) (5I .9) (I00＂ .01) (5.8) (5,9) (5.9) 

口 夫口
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（形成）

図ー2 公営保護層の位置

保護継続層 保護廃止層

図ー3 保護廃止層と保護継続層の位置

表ー8 形成経路の類型化
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4. 形成経路の比較

保護廃止層と保護継続層は上述のような特性を有して

いるのであるが，次に両者の形成のされ方をみていく。

図ー2に示されるように，公営住宅における被保護層

(B)は被保護層 (A)と公営居住層 (C)の重なり部

分としてとらえられるが，この (B)がどのような過程

を経て形成されるのかを考えた場合，基本的には図に示

されるような 2つの経路を想定することができる。つま

り， 1つは低所得世帯が保護を開始し，その後に公営住

宅へ入居するという (A)→(B)の経路であり，いま 1

つは公営住宅へ入居した後に保護を開始するという (C)

→ (B)の経路である。前者は，被保護層 (A)が母体

になり，それが公営住宅へ流入する結果，公営保護層(B)

が形成されることを示し，後者は公営居住層 (C)が母

体になり，それが落層することによって公営保護層 (B)

が形成されることを示している。また，この 2つの経路

は，公営住宅への「入居」と保護の「開始」の時期的前

後関係を表現するものといえる。こうして形成される公

営保護層 (B)が保護廃止層と保護継続層に分解してい

くわけである（図ー3)。

以上を前提として，ここでは公営保護層の「形成経路」

を表ー8のように類型化した。つまり，保護開始後に公

営住宅へ入居する (A)→(B)の経路を，平野区外から

の移管転入と区内からの入居に区別し，それぞれを「移

管」，「入居前保護」とする。また，入居後に保護を開始

する (C)→(B)の経路を「入居後保護」とし，これを

入居から保護開始に至る期間の長短で細分化した。

この形成経路は，上記のように公営住宅への入居と保

護開始の前後関係を示しているが，それに加えて，入居

時点における世帯の生活基盤の状態をも表している。っ

まり，「移管」および「入居前保護」の場合は，入居し

てくる世帯が入居時点で既に保護を受給しているわけで

あり，その意味で，入居時点の生活基盤が最も脆弱化し

ていると考えられる。また，「入居後保護」は入居時点

では保護を受給していないが，入居から保護開始までの

期間によって入居時点の生活基盤の状態に差異があると

みられる。入居から保護開始までの期間が短い世帯は，

入居時点で保護受給要因となるなんらかの問題をかかえ

ていると考えられ，「入居後保護」の中では入居時点の生

活基盤がより脆弱な場合が多いと想定できる。入居から

一定期間を経て保護を受給する世帯は，入居時点の生活

基盤が相対的には安定していると考えられ，そうした意

味で，ここで類型化した形成経路は入居時点での世帯の

生活基盤の状態を表現しているといえる。もちろん，世

帯の生活基盤が入居時点にどのような状態にあるのかは

多面的に把握されるべきであるが，ここではその 1つの

指標として，入居時点で保護を受給しているかどうか，

あるいは入居からどのくらいの期間を経て保護受給に至

るのかを問題にしているわけである。

この形成経路について，保護廃止層と保護継続層を居

住期間別に比較したものが表ー9である15)。これによる

と，保護廃止層はいずれの居住期間においても入居時点

で保護を受給している「移管」と「入居前保護」の比率

が低くなっており，たとえば，居住期間別に「移管」と

「入居前保護」を合わせた比率を，保護廃止層，保護継

続層の順にみていくと，居住期間「~4年」では 53%, 

80 %, 「5~9年」では 19%,45%, 「10~14年」では

15%,23%, 「15年～」では 3%, 9 %である。「移管」

と「入居前保護」の中では，「~4年」以外のどの居住

期間においても，保護廃止層はとくに「移管」の比率が

低い。また，保護廃止層には「入居後保護」が多いので

あるが，この「入居後保護」の中では入居から保護開始

までの期間が長い世帯が多いという領向が認められる。

先述のように，「移管」「入居前保護」や入居後短期間で

保護を開始する世帯は，入居時点で既に保護を受給して

いる，あるいは保護受給要因になるような問題をかかえ

ているという状態にあり，その意味で入居時点の生活基

盤がより脆弱化していると考えられるが，そうした世帯

は保護廃止層で少なく，保護継続層で多くなっている。

続いて，表ー10は形成時以降の保護受給期間を居住

期間別に示している16)。ここでいう「形成時」とは，現
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表一9 居住期間別形成経路

厖成曰路 印〇 入磁因口日 入因段ほ口 計

~ I年 2~ 4 5~ 9 10~14 15年～ （世Q!ll)

ー4年 品：： 翡：g 酎 u g:g g:g g:g 110000..0 0 (c 4s0 el 
因
5~ 9 3132..7 6 116..3 2 2191..0 5 3221..7 4 3110..2 2 討 討 110000..0 0 (1(0637) ) 住

口 10~14
1X:~ t: 2130..6 2 .~:~ 3384..2 3 2tg 討 110000..00 ~17026 ~ 

f.il 
15年～ ↓: ； u u ~:l 船 蒻：； 3268. .7 6 110000..0 0 如17795~ 

計 将：t閥 IU 1113..s 2 2128..6 s 出 IU 描：g~~ 翡｝
（註）上段：偲日口止日（％） 下段：偲回口tlli:J(%) 

表ー10 居住期間別形成時以降の保護受給期間

厖父給成阻田屈以i口の - 2年 3~ 4 5~ 9 10~14 15年～ 計
（世口汲）

- 4年 翡：g 3551.,0 8 
届

8:8 8:8 討 110000..0 0 ((4560) ) 

5~ 9 3110..2 2 2156..8 4 4742..0 4 討 訊 110000..0 0 ((16307) ) 
住

!l!I 10~14 符：i 甘：；
llll 

3191..7 1 悶：3 象g 110000..0 0 ((10736) ) 
15年～ 翡：！ rn:~ 翡：i甘：i品：g 湿：！椙蒻
計 音：i 乱：； 祐i 1114..0 1 ~:~ 110000..0 0 ((245841) ) 

(11)上段：恨回図止屈（％） 下段：民困口口日（％）

居住阻liilI 30 35 40 45 50 55 aora 世苔主年ほ

-- 4年仁ニ―—ー→吟ー一
----------------- ---Qi, ー◎ - --- o: 入居時

△：形成時

s~ 9 I-— - <>--t'.:,---() 。：現在

-----------~ 〇

LO~l4 I―-----―--------0 "'◎  
-0----6 0 

:s年- ,-- --~ 

゜計ト-- 0 ..fuR 
0 u 0 

（注）上段：保證既止口 下段：保毀因紐g

図ー4 入居時，形成時，現在における平均世帯主年齢

住居で保護を開始した時点のことであり，文字どおり「公

営住宅被保護層」が形成された時点を意味している。つ

まり，「移管」と「入居前保護」の場合は形成時＝入居時，

「入居後保護」の場合は形成時＝開始時であるが（図ー2

参照），この形成時以降の受給期間は明らかに保護廃止

層で短く，保護継続層で長い。形成時以降の受給期間が

「~2年」の世帯の比率を居住期間別に，保護廃止層，

保護継続層の順にみると，居住期間「~4年」では 65

%, 48 %, 「5~9年」では 30%, 11 %, 「10~14年」で

は22%, 11%, 「15年～」では 38%, 10 %であり，保

護廃止層では受給期間が明らかに短い。上記の形成経路

にみられた傾向を合わせて考えると，保護廃止層は入居

から一定期間を経て保護を開始する世帯が多く，形成時

以降の受給期間が短いことが特徴といえる。保護継続層

は入居時点で保護を受給している世帯や入居後短期間で

保護を開始する世帯が多く，形成時以降の受給期間が長

期化していることが特徴と考えられる。

以上の形成経路に関する分析は入居時と形成時の間隔

を問題にしたものであり，形成時以降の受給期間は形成

時と現在の間隔を表現しているといえるが，次にこれら

120-

の入居時，形成時，現在における平均世帯主年齢を居住

期間別に図ー4に示した。これによると，保護廃止層は

いずれの時点においても平均世帯主年齢が若くなってい

る。また，入居時と形成時の平均世帯主年齢の間隔は，

保護廃止層で長く，保護継続層で短いが，これは入居時

点で保護を受給している世帯や入居後短期間で保護を開

始する世帯が保護廃止層で少なく，保護継続層で多いた

めである。形成時と現在の平均世帯主年齢の間隔は，保

護廃止層で短く，保護継続層で長くなっているが，これ

は形成時以降の受給期間が保護廃止層で短く，保護継続

層で長いためである。そして，こうした領向は公営住宅

における被保護層が保護廃止に至るかどうかを示唆する

ものと思われる。すなわち，若齢時に入居し，入居から

一定期間を経て保護を開始する世帯は，短期間の保護受

給の後に保護廃止に至る可能性が高いと考えられる。入

居時点で年齢が高く，既に保護を受給している世帯は受

給期間が長期化しがちであり，その場合は保護廃止に至

りにくいとみることができる。いずれにせよ，保護廃止

層と保護継続層とでは，形成のされ方がかなり異なって

いることに注意しておく必要がある。

5. 居住地移勁の比戟

次に，前住地の分布等の居住地移動について分析を加

える。ただし，ここでは保護廃止層と保護継続層に一般

居住層を加え，これらの 3つの階層について比較分析を

行う。それによって，本稿で問題にしている保護廃止層

と保護継続層の居住地移動の特性をより明確に把握する

ことができる。ここで設定する 3つの階層の中で，保護

継続層は生活基盤が最も脆弱であり，一般居住層の生活

基盤は相対的に最も安定していると考えられるが，これ

らの諸階層の居住地移動の実態にどのような差異がある

かを明らかにすることがここでのねらいである。

まず，各階層の前住地を図ー5に示した。前掲図ー1

にみられるように公営住宅の立地は縁辺区部に偏在して

おり，したがって公営住宅へ入居する世帯は区域を越え

て移動しがちになる。それを反映していずれの階層にお

いても前住地が平野区外の世帯が多いが，その比率は保

護継続層でより高く 76%になる。また，保護継続層で

はスラム地域をかかえるインナーエリアの西成区，浪速

区から流入してきた世帯が25%とかなりの比率を占め

ることが特徴的である。大阪市縁辺の平野区では保護継

続層の形成が主に区外からの移動によるものであり，と

くにインナーエリアのスラム地域との関係が深くなって

いると考えられる。これに対して，一般居住層の場合は

平野区内から入居した世帯あるいは平野区に隣接する区

域から入居した世帯が相対的に多く，保護廃止層の前住

地の分布は一般居住層と保護継続層の中間程度の領向を

示している。

続いて表ー11は，前住地を入居時期別に示しており，
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く一般居住層＞ く保護廃止層＞ く保護継続層＞

• -596*溝● s-1s!16*ill 

● 15-2596*膚 ● 2596以上～
図ー5 前住地の分布

これによると，どの階層においても入居時期が新しいほ

ど前住地「平野区内」の比率が高まる傾向が認められる。

平野区は昭和 30年代から 40年代にかけて公営住宅が大

量に建設され急激に市街化された区域であるが， 50年

代には区域全体がほぼ市街化された状態になり，その市

街化にともなう区域内からの住宅需要が増大しつつある

と考えられる叫公営住宅においてもかっては区外から

流入してくる世帯が大半であったのが，近年では区内か

ら入居する世帯が増加してきているわけである。しかし，

入居時期ごとに各階層の前住地を比較すると，保護継続

層ではやはりインナーエリアの「西成・浪速」の比率が

相対的に高い。入居時期別に前住地「西成・浪速」の比

率を，一般居住層，保護廃止層，保護継続層の順にみて

いくと，「~45年」では 12% , 25 % , 26 % , 「46~50年」

では 3% , 26 % , 37 % , 「51~55年」では 5%, 9 %, 

18 %, 「56年～」では 6%,10%, 16%であり，どの

入居時期においても保護継続層は「西成・浪速」が多い。

つまり，公営住宅の居住階層は，全体的には入居時期が

新しいほど平野区内から入居した世帯が多くなるのであ

るが，その中で，保護継続層はどの入居時期においても

インナーエリアのスラム地域から流入してくる世帯が相

対的に多いことが特徴になっている。大阪市縁辺に集中

する平野区の公営住宅は，区域の市街化が完了し，人口

流入が鎮静化しつつある今日においても，とくに生活基

盤が脆弱な階層をインナーエリアのスラム地域から一定

程度吸収しているとみられる。これに比べて，一般居住

層はどの入居時期をみても前住地「平野区内」や平野区

に隣接する「東住吉• 生野」の比率がかなり高くなって

おり，保護廃止層の前住地の分布は一般居住層と保護継

続層の中間程度の傾向にある。

では，公営住宅における諸階層はどのような状態で入

居してくるのか。これを示す 1つの指標として，表ー12

表ー11 入居時期別前住地

前住地 甜 翡古
東阿天住成倍王古野寺 翡

市内 市外 計

'",0 ~ ・" "" '~ ・" ",碑'l'. ' ・" "'” i: ・" "研" '-'' '"24 "：： ・・ '' """"""""' ＂H `  ・・・""' "' " 
~45年
(I 9) (I 3) (I) (2 7) 4) (I 7) (I)  

(I 7) (I 2) (2) (2 9) 0) (0) (I)  

入 (4叫012 . 0) 
'"i5 : ・" (20ふl， ~.0, ) ,: ,1: I _,, (IO心, .O) (IO.73 ~ ~ .O) 

""0000'" " " ・..'00" l) l) 
46~50 
(0) (I 7) (I)  (4) (I (3)  (I 

居
(14. 6) (I 6) (I)  (9) (I)  (8) (I 

時

"(25"'"'" ',s ＂ .・9) " ' '("''8" ' 5 ・.・" 6) " c(",8'"'18 ， ' ..n 8) ' CS,: 22 :: .2) 
,,； ' .7) ''：2 ： ・" (100""""'"., 58 ' .・・0"' "' %) 51~55 

期 (0) (I 3) (I 5) (I)  

(0) (I 5) (9) (I)  

" ,. '"'恥秤., ' "'合. ・" ''::' ・" : ''合， ・" ",''',. 2 ， ・・." " ,, ("O',゚s '・.O) " ,, Ooo.o"'"" `" ＇ ・・" " ll 56年～
(4 (I) (l)  (I) (I)  

(5 (I)  （） (I)  （） (I)  

C,!!'" (.: S) "" '~ ,・_ '' "38 '~ ・" 
', " .. ""  '●'7 " ・.・" • ', ' 
"" '~ ・" "" '『・" '"'"""00" '' ' ・・.'' 0 " 計

(7)  (I 0) (I I) (I 4) (I 7) (I %) 

(3)  (I 2) (I 5) (I 7) (I) (I %) 

（注）籍［叶l!I!
は入居時の世帯主年齢をみたものであるが，いずれの入

居時期においても，保護継続層は入居時年齢が明らかに

高い。入居時世帯主年齢が50歳以上の世帯の比率を一

般居住層，保護廃止層，保護継続層の順に入居時期別に

観察すると，「~45年」では 10% , 6 % , 23 % , 「46~

50年」では 10%,16%, 27%, 「51~55年」では 12

%, 25 %, 35 %, 「56年～」では 18%, 15 %, 32 %で

あり，保護継続層の入居時年齢がかなり高いことがわか

る。また，保護廃止層と保護継続層の形成経路を比較す

ると，先述のように，保護継続層には入居時点で保護を

受給している世帯や入居後短期間で保護を開始する世帯

が多く，これは保護継続層の入居時点の生活基盤がかな

り脆弱化していることを示している。つまり，保護継続

層は入居時点で年齢が高く，生活基盤が既に脆弱化した

状態にあり，そうした状態で区外のインナーエリアから
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表ー12 入居時期別入居時世帯主年齢

入世居；；；時主年位
~29til 30~39 40~49 50~59 60虚～ 計

(位27” .Sl ":釈［'・l " (U研” .O) 
''("''蕊＂ ． ・・・" " " '品', ' ・I, " ""oo"'9"' ね" ・.・'o"" " z, 

~45年
I) (6)  0) （）  (I 

I) (6) (4) （）  (I 

入

""'｝． ： ' "晶"" '"'" ・' ' ';j: "， ・" (a.,i' :: ) (i,S: I •• 2) 
"oooo"''" " " .. ・o, "'o, ' 

46~50 
(I 4) （）  (I)  （）  (6) (I)  

居
(I)  (I 7) （）  (5) (I) (I 7) 

時

"",''," " 8 ・.・"' "s, ' 
"21晶'l＂ り・., " 

('",,O" ?, 0 .・O) " OooDoo'°' ●O" 9 ...Oo, o, Z) "'"'化， ' '"化， ・" 51~55 
期 （）  (2 (I （）  (I)  

（）  (2)  (I （）  (I)  

(3'0:" : ,8) (3: 5:＂ : .9) "'仇.・" ： ,,：3 ： .,, (I04 I .3) """j" :・": " 56年～
(5) (5) (3 (I 5) (2↓l . 5) (I %) 
(I) (8) (3 (I 5) (I • 6) (I %) 

"82 '~ ・" "m '" '・" "心" '-" '” '1:・" : ''i,？ : ・. " "'"""' 00●""" ●0 ・.・"0,"゚' ) 計
(2 3) (2) (2) （）  (4)  (I 

(I 7) (7) (8) (l) (1 9) (I 

（注）帽蘭翡闘

表ー13 保護開始前の雇用形態別前住地（保設継続層）

Cil住地 翡 京生住母吉
京円天住成倍吉王田寺
闘 市内

目g
(286 .6) (194 ,0) (92 .5) (235 .8) (92 .5) 

日目
索社用偲有・ (322 1-0) (19＂ , 7) (12， ,7) (11.8 3) (1612 .9) 
窃社用恨江・ (2232 .2) (1212 .6) (1212 .6) (2254 • 3) (1616 .8) 

晶性8口い (2お0.0) (912 .6) (13＂ .6) (3432 .6) (2205 .0) 
バート

(2310 • 3) (161 . 3) (94 .3) (3013 .2) (57 .6) 

記・ (124 ,9) (196 .4) I (29， .0) (29， -0) (3.2) 

計
(2839 • I) (1545 .2) (I4I5 • 7) (21061 .2) (1871 ,4) 

（注）窃用・社恨有：社会恨白のあるな用の口用吾
訂用・社恨g:社会恨白のない岱用のU用吾

市外 計

(92 .5) (l0201 .0Z) 

(86 .5) <io7o1 .oi> 

(9， .5) (10905 .02) 
(34 ,2) (JO12O5 .OZ> 

(42 , 7) 00043 .0Z) 

(62 .5) 00301 .0Z) 

(625 .5) (103806 .0%) 

流入してくる世帯の多いことが特徴といえる。これに対

して，保護廃止層は保護継続層よりも入居時の世帯主年

齢が若く，また，入居時点では保護を受給していない世

帯が多いことは先述のとおりである。一般居住層は保護

廃止層よりもさらに入居時年齢が若く，若齢時から公営

住宅に居住している世帯の多いことが特徴になってい

る。

次に表ー13は，保護継続層の前住地を保護開始前の

生計中心者の雇用形態別に示している。公営住宅の諸階

層の中で保護継続層は生活基盤が最も脆弱であり，前住

地がインナーエリアのスラム地域である世帯が多いので

あるが，保護継続層の中でも雇用形態がとくに不安定で

あった世帯は前住地がスラム地域である場合がより多く

なっている。たとえば，雇用形態が相対的に安定してい

たと考えられる「常用・社保有」は前住地「平野区内」

が多いのに対し，「日雇い」や「パート」「内職・無職」

といった保護開始前から雇用形態がきわめて不安定で

あった世帯では前住地「西成・浪速」の比率が高い。こ

れは「日雇い」等の雇用形態が不安定な世帯がインナー

-122-

エリアのスラム地域に多いことを反映していると思われ

るが，公営住宅はそのような世帯をインナーエリアから

縁辺部へ吸収するように機能してきたとみることができ

る。

以上のように，公営住宅の諸階層はそれぞれ特徴的な

過程を経て形成されるのであるが，最後にとくに保護継

続層の形成のされ方に注目して，それにかかわる問題を

指摘しておきたい。すなわち，保護廃止層や一般居住層

と比べた場合，保護継続層では生活基盤の脆弱化した状

態でインナーエリアから縁辺部へ流入してくる世帯の多

いことが特徴になっているが，こうした居住地移動によ

り，保設継続層が地域社会との関係を断たれ，それが就

労条件等のいわゆる地域的生活条件の不安定化に結びつ

く可能性を否定しえないと考えられる。第 1に，公営住

宅が集中する縁辺部の平野区では低所得層の就労機会が

きわめて少なく，たとえば職業安定所の新規，および有

効求人倍率が大阪市平均の 1.01, 0. 72に対して平野区

では 0.62, 0. 43といった状態である 18)。保護継続層は

保護開始前には「日雇い」や「常用・社保無」であった

世帯が多いが（表ー13参照），これらの世帯がインナー

エリアから縁辺部に移動した場合は縁辺部において就労

機会を確保することはかなり困難と思われる19)。また，

保護継続層の大半は疾病をかかえているのであるが20),

人口 10万人当たりの一般診療所数は大阪市平均の 117

に比べて平野区は半数程度の 56である21)。第 2・に，保

護継続層の多くは公営住宅へ入居してくる時点で年齢が

かなり高く，既に保護を受給している，あるいは保護受

給要因となる問題をかかえているという状態にあり，そ

のような状態で広域的に移動する世帯は地域社会関係の

形成や就労機会の確保がより困難になると推察される。

こうした問題が保護受給の継続，長期化とどのようにか

かわっているかについてはより詳細な分析が必要である

が，いずれにせよ保護継続層の地域的生活条件が居住地

移動により不安定化する傾向にあり，それがひいては福

祉施策の展開を阻害するという危険性を否定しえないと

思われる。また，既報で指摘したように22), 保護継続層

の居住地移動の背景にはインナーエリアの住宅問題，公

営住宅の地域的偏在傾向等の問題があり，公営住宅にお

ける保護継続層の形成・集積という現象が都市レベルで

の住宅ストックの配置やその質といった問題に深く関連

していることにも注意しておく必要がある。

6. まとめ

本稿では，保護廃止層と保護継続層の比較分析を中心

に考察を進めてきたが，その結果得られた知見を簡単に

まとめれば以下のようである。

① 保護廃止層では規模の大きな若い世帯が多く，そ

のような世帯が多様な就労形態をとりつつ稼働世帯に

なっているのが特徴的である。高齢化した小規模な世帯
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は稼働能力が低く，保護廃止に至りにくいと考えられる。 6) 文献ー(9),(10)

② 保護廃止層と保護継続層の形成のされ方を比較す 7) 公営住宅制度は「健康で文化的な生活を営むに足りる住

ると，保護廃止層では入居から一定期間を経て保護を開
宅を建設し，これを住宅に困窮する低額所得者に対して

低廉な家賃で賃貸する」ものであり（公営住宅法1条），
始し，短期間の保護受給の後に保護廃止に至る世帯の多

生活保護制度は「生活に困窮するすべての国民に対し，

いことが特徴になっている。保護継続層の場合は入居時 その困窮の程度に応じ，必要な保護を行い，その最低限

点で既に保護を受給している世帯や入居後短期間で保護 度の生活を保障するとともに，その自立を助長する」も

を開始する世帯が多く，保護受給期間が長期化する傾向 のとされている（生活保護法 1条）。

がみられる。
8) 文献ー(3),(9), (10) 

③ 保護廃止層と保護継続層に一般居住層を加え，こ
9) 文献ー(4)

10) 文献ー(1),(2),(5)等。また，文献ー(6), (7)は
れらの 3つの階層の居住地移動の実態を比較すると，保 公営住宅ストックの改善・活用に際して低所得層や高齢

護継続層にはインナーエリアのスラム地域から流入して 者層の増大傾向に配慮することの必要性を指摘している。

きた世帯が多く，一般居住層には平野区内から入居した 11) 文献ー(1),(2)

世帯あるいは平野区に隣接する区域から入居した世帯が 12) 以上の数値および図ー1は，大阪市 (1983): 市営住宅一

相対的に多いという傾向が認められる。保護廃止層の前
覧表，大阪府 (1983): 府営住宅一覧表，および住宅統計

調査 (1983)による。
住地の分布は一般居住層と保護継続層の中間程度の傾向

13) 以上の数値は，平野区福祉事務所 (1985): 生活保護運営

を示している。また，保護継続層は入居時点で年齢が高 方針．および大阪市民生局の資料による。

く，生活基盤がかなり脆弱化した状態にあり，そうした 14) 大阪市 (1983): 市営住宅一覧表から平野区の市営住宅戸

状態でインナーエリアから流入してくる世帯の多いこと 数の建設時期別構成をみると，昭和 34年以前 14.0%, 

が特徴になっている。それゆえ，保護継続層の場合は，
35-39年31.4 %, 40-44年39.1%, 45年以降 15.4% 

就労機会の確保や地域社会関係の形成が困難になるな
であり，＜一般居住層＞調査については，調査能力の限

界もあって，戸数が最も多い 40~44年建設住宅を対象と
ど，地域的生活条件の不安定化という問題が発生しがち した。＜保護廃止層＞調査が全数調査，＜保護継続層＞

になると考えられる。 調査が公営住宅の立地と建設時期を考慮したサンプリン

なお，本稿で使用した調査のうち保護廃止層と保護継 グによる調査であるのに対し，＜一般居住層＞調査は昭

続層に関する調査は，社会福祉研究の立場から岩田正美 和40-44年建設住宅を対象にしており，したがって前 2

助教授（東京都立大学），平野隆之講師（名古屋経済大学），
者と後者は単純には比較できないと考えられる。本稿で

は，居住地移動に関する分析において，これらの 3つの
室住真麻子講師（神戸女子学院短期大学），平野区福祉 階層を比較するが，その際に入居時期別に比較すること

事務所のケースワーカーの立場から南里 卓氏，汐津雅 によって，＜保護廃止層＞＜保護継続層＞と＜一般居住

文氏，宮部千佳子氏，住宅研究の立場から筆者らが参加 層＞の比較分析に一定の妥当性をもたせるように留意し

する研究会において共同で実施されたものである。調査
た。

に際しては，平野区福祉事務所の皆様から多大な協力を
15) 居住期間が短い（長い）世帯では当然「移管」「入居前保

護」の比率が高く（低く）なり，「入居後保護」の比率が
得た。また，研究の過程で早川和男教授（神戸大学）か 低く（高く）なる。したがって形成経路を比較するに際

ら貴重な助言をいただいた。記して謝意を表したい。 しては，居住期間別に検討することが不可欠になる。

16) 形成時以降の受給期間は現住居で保護を受給している期

注 間に相当し，居住期間が短い（長い）世帯では形成時以

1) 文献ー(8) 降の受給期間も当然短く（長く）なる。そのため形成時

2) 文献一(4) 以降の受給期間を比較するに際しては，居住期間別に検

3) 主要大都市について公営住宅に居住する主世帯数が最も 討することが不可欠になる。

多い区をとりあげ，公営住宅に居住する主世帯数および 17) 平野区では人口増加率が39.7 % (昭和 30-35年）， 63.0

主世帯総数が市全体のそれぞれに占める比率を算出する % (35-40年）， 28.3 % (40-45年）， 7.2 % (45-50年），

と，東京都 (23区）では足立区 20.3%, 6.4 %, 横浜市 -1.9% (50-55年）と変化しており，人口増が停止し

(14区）では戸塚区21.7 %, 13.6 %, 大阪市 (26区） つつある。また，平野区における区外からの転入世帯数，

では平野区24.7 % , 6. 8 % , 名古屋市 (16区）では港区 および区外への転出世帯数は，昭和 50年の 7069世帯，

14.4 %, 5.9 %, 京都市 (11区）では伏見区55.3%, 7 452世帯から 58年の 5837世帯， 6373世帯へと 17.4

17. 3 %, 札幌市 (7区）では白石区49.2%,16.5%, 神 %, 14.5 %減少し．区内での転居世帯数は 50年の 3819 

戸市 (8区）では垂水区20.8%, 14.8 %となっており， 世帯から 58年の 4128世帯へと 8.1%の増加となってい

公営住宅が概して特定区域に偏在していることがわかる る。

(1983年住宅統計調査による）。また，文献ー(9),(11) 18) 平野区福祉事務所 (1985): 生活保護運営方針による。

はそれぞれ大阪市．名古屋市における公営住宅の地域的 19) 文献ー(10)においても同様の指摘がなされている。

偏在傾向を明らかにしている。 20) 保護継続層の保護開始理由をみると， 69%が「世帯主疾

4) 文献ー(9), (10) 病」 28%が「世帯員疾病」（いずれも複数選択）である。

5) 文献ー(1), (9) 21) 大阪市 (1983): 衛生統計年報による。
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22) 文献ー(1)
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Members of A. I. J. 

In recent years, low income people and welfare recipient households are increasing in public housing. The aim 

of this study is to examine the state of public housing from the viewpoint of concentration of welfare problems. 

In doing so, we set out the questionnaire on residents in public housing in Hirano-ku Osaka City, where many 

public housing estates are located. And we analyzed the difference of characteristics between the residents who 

are recipients of public assistance and those who have ceased to receive it. As a result, we can say the attributes 

of households are very different between the residents on public assistance and those who have ceased to receive 

it. And the remarkable characteristic of the former is their moving from the inner area to the public housing lo-

cated in the outer area. 
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